


編集方針

当社は、2025年9月よりコンビニエンスストア事業に特化した企業グループとして、2030年

を見据えたグローバル成長戦略「7-Elevenの変革」を推進しています。

本レポートは、当社グループの持続的成長に向けた重要な節目に発行する統合報告書であり、

新たな体制下における成長戦略および株主価値最大化に向けたコミットメントに加え、中長期

的な価値創造に資する財務・非財務情報を体系的に開示するものです。

本レポートが、ステークホルダーの皆様との建設的な対話と相互理解を一層深めるための一助

となりましたら幸いです。

発行時期：
2026年 1月
報告対象期間：
2024年3月1日から2025年2月28日。2025年3月以降に実施した一部の開示事項や事業活動の内容を
含む
対象組織 ：
（株）セブン＆アイ・ホールディングスおよび連結子会社
参考としたガイドライン：
VRF「国際統合報告フレームワーク」、経済産業省「価値協創ガイダンス」、TCFD「気候関連財務情報開示
タスクフォース最終報告書」、TNFD「自然関連財務情報開示タスクフォース提言 Ver. 1.0」

SEJ ：（株）セブン-イレブン・ジャパン
SEO ：（株）セブン-イレブン・沖縄
SEI ：7-Eleven, inc.
7IN ：7-Eleven International LLC
SEA ：7-Eleven Australia

CVS ：コンビニエンスストア
SST ：スーパーストア
PB ：プライベートブランド

YHD ：（株）ヨーク・ホールディングス
IY ：（株）イトーヨーカ堂
YB ：（株）ヨークベニマル
SG ：（株）シェルガーデン
AH ：（株）赤ちゃん本舗
DJ ：（株）デニーズジャパン
LO ：（株）ロフト
PDL ：（株）Peace Deli
CL ：（株）クリエイトリンク
7BK ：（株）セブン銀行
SS ：（株）そごう・西武

見通しに関する注意事項、将来予測に関する注記事項
（株）セブン＆アイ・ホールディングスの現在の計画、見積り、戦略、確信に基づく見通しについて記述していますが、
歴史的な事実でないものは、すべて将来の業績に関わる見通しです。これらは、このレポートの発行時点で入手可
能な情報から得られた当社の経営陣の判断および仮説に基づいています。将来の業績は、これらの記述とは大き
く異なる結果となる可能性があります。従って、将来予測に関する記述は、正確であると保証されたものではあり
ません。

ステークホルダーの皆様との建設的な対話を通じた
価値協創と持続的な成長を目指して。 株主・投資家向け情報（財務情報） サステナビリティ／ ESG情報（非財務情報）

コーポレートアウトライン
https://www.7andi.com/
library/ir/co/2025/file/ja/
pdf/2025_all_a.pdf

サステナビリティデータブック
https://www.7andi.com/
sustainability/report.html

開示情報のご案内

略称と正式名称

統合報告書（経営レポート）
https://www.7andi.com/
ir/library/mr.html
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お客様

株主・
投資家

地球環境地域社会

加盟店従業員

お取引先

「信頼」と「誠実」をすべての原点に

企業行動指針

社是
私たちは、お客様に信頼される、誠実な企業でありたい。

私たちは、取引先、株主、地域社会に信頼される、誠実な企業でありたい。
私たちは、社員に信頼される、誠実な企業でありたい。

基本姿勢
常にお客様の立場に立って、新たな体験価値を提供することで、

国内外の地域社会に貢献したい

「社是」に掲げる精神は、将来、社会

環境がどれほど大きく変化しても、

ゆるぐことのない普遍的な理念であ

り、この理念を実現するために必要

な考え方を「企業行動指針」として策

定しています。

社是・企業行動指針等の体系

企業行動指針

社是

各社ガイドライン・
行動規範

ステークホルダーとの対話を起点に

　私たちは、社是に基づき、すべてのステークホルダーから信頼される誠実な企業を目指しており、変化する社会やお

客様のニーズを新たな流通サービス創造の機会ととらえています。

　「変化への対応と基本の徹底」をスローガンに、時代に即したサービス提供に邁進しています。 ステークホルダーの期

待や関心を的確に把握するため、対話を通じて得られた「声」に迅速に対応し、企業活動や経営意思決定に反映させる

ステークホルダー・エンゲージメントを真摯に実践していきます。

私たちは、つねにお客様の立場に立って考え、
お客様とのコミュニケーションを大切にし、
その声に誠実に応え続けていきます。

私たちの事業は、株主・投資家の皆様の出資に基づいていま
す。その信頼に応えるためにも、透明性の高い経営を行うとと
もに、株主・投資家の皆様と丁寧な対話を重ねていきます。

私たちの事業は、自然の恩恵なしには成
り立ちません。そのため、地球環境の持
続可能性に配慮した商品・サービスの提
供を行うとともに、お客様・お取引先・従
業員と協力し、サプライチェーン全体で
環境負荷の低減に取り組んでいます。

私たちは、毎日の生活に寄り添った
商品・サービスを提供するとともに、
地産地消の推進や地域との共生を図
るなど、地域社会の持続可能な発展
へ貢献する活動を推進しています。

私たちは、公正な取引に関連する法令を遵守し、
お取引先とともに、サプライチェーンにおける人
権の尊重、安全・安心な商品の提供を含む持続可
能な社会の実現に取り組んでいます。

私たちは、従業員が働
きがいを持って生き生
きと活躍できる職場を
目指します。そのため
に、公平・公正で人権に
配慮した職場環境をつ
くります。また、プライ
バシーや安全を守ると
ともに、能力向上を支
援し働きやすい環境を
つくっていきます。

私たちのコンビ二エンス
ストア事業においては、
加盟店の皆様との信頼関
係が事業の根幹であり、
共存共栄の関係にありま
す。店舗経営相談員との
対話を通して、お互いに
強い信頼感を基盤とした
良好な関係を構築し、お
客様のより豊かな生活の
実現に貢献していきます。

経営理念／ステークホルダーとの対話
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（日本は2025年2月末現在／日本以外は2024年12月末現在）

85,816店69,524店
アジア

21,743店
うち日本

13,102店
北米

747店
オセアニア

367店
ヨーロッパ

2,076店
中南米

※2

※1

人的資本

セブン-イレブンの店舗数

従業員数

（うちSEJ商品のみを製造している工場154拠点）

（専用工場2拠点）

36,480人

営業収益

10.0兆円

EBITDA

0.9兆円

知的資本

年間販売金額が10億円以上
のPB商品「セブンプレミアム」

315アイテム

製造資本

SEJ

171拠点
SEI

31拠点

社会・関係資本

セブン-イレブンの来店客数（1日当たり）セブン-イレブン商品の製造工場

グローバル

約6,030万人
国内

約2,000万人

※1 SEJ、SEOの合計
※2 ハワイを含む

（2025年8月末現在）

At a glance

（注）2024年度実績には、YHDおよび7BKとそれらの子会社は含んでおりません









セブン＆アイ・
ホール
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SEJ

7IN

SEI

スーパー
ストア
事業

金融関連
事業

その他の
事業

100年の革新を未来へ
7-Elevenのイノベーションの歴史を受け継ぎ、真のグローバル企業へ

1920年～ 1960年代 1970年～ 1980年代 1990年～ 2000年～ 2010年～ 2020年～

●2005年
（株）セブン＆アイ・ホールディングス設立

●2001年
（株）アイワイバンク銀行（現（株）セブン銀行）設立

●2007年
電子マネー「nanaco（ナナコ）」の
サービス開始

●2005年
7-Eleven Inc.を完全子会社化

●2005年
低温物流網「コールド
チェーン」を全国に整備

●2007年
カウンター調理（フライヤー）の販売開始

●2006年
（株）ヨークベニマルを完全子会社化

●1974年
セブン-イレブン
国内1号店開店

●1927年
世界初の
コンビニエン
スストア

●1965年ドリンク革命（「Slurpee」販売開始）
●1963年 24時間営業開始

●1920年
羊華堂創業

●1961年
スーパーチェーン
展開開始

●1973年
紅丸商事（株）（現（株）ヨークベニマル）
との業務提携

●1974年
デニーズ開店

●1975年
（株）ヨークマート設立（のちに、（株）ヨークへ社名変更）

●1958年
（株）ヨーカ堂設立
（現（株）イトーヨーカ堂）

●1982年
POSシステム導入（単品
ごとの販売データを検証）

●1991年
サウスランド社
（現7-Eleven，
Inc.）再建

●1978年
「手巻おにぎり」を発売

●1987年
公共料金の
「収納代行サービス」を
開始

●2007年
グループ共通のプライベートブランド
「セブンプレミアム」販売開始

●2022年
（株）オッシュマンズ・ジャパンの
全株式譲渡完了

●2024年
（株）ニッセンホールディングスの
全株式譲渡完了

●2023年
（株）そごう・西武の全株式譲渡完了

●2021年
7-Eleven International LLC設立
●2023年
ベトナム事業への追加投融資
●2024年

7-Eleven Australia取得完了

●2025年
（株）セブン銀行の非連結化

●2021年
「中期経営計画2021-2025」
の策定 ●2025年

「7-Elevenの変革」
策定

●2013年
「セブンカフェ」の販売開始

●2022年
「７NOW」スタート

●2023年
「セブンカフェスムージー」
全国に順次拡大

●2025年
SST事業グループの非連結化

●2013年
ポイントサービス
「7Rewards」スタート

●2021年
Speedway取得完了

●2018年
「７ＮＯＷ」スタート

歩み
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お客様にとって最も身近で、最初に選ばれる存在に

お客様

ビジネスモデルの持続性を高める基盤強化施策

外部環境認識　世界的な消費行動の変容

ステークホルダーとの対話

組織・マネジメントプロセスの強化

7-Elevenトランスフォーメーションプラン
企業価値向上

成長戦略の実行
　　　

関連会社 地球環境従業員地域社会お取引先加盟店お客様株主・投資家

ビジネスモデル

強み

サステナビリティ経営の推進

「社是」「創業の精神」の伝承

マテリアリティ（7つの重点課題）への対応

コーポレートガバナンスの強化

インプット アウトカム

お客様の期待を超えるイノベーションを実現 高品質な「食」で業界をリードし、コンビニエンスのあり方を再定義

お買い物体験の魅力向上のための店舗投資を拡大 グローバル人財を獲得・育成し、グローバル成長を実現

2030年の
セブン-イレブン

人的資本
・国内外の多様な人財が能力発揮
 グループ従業員数：36,480人（2025年8月末時点）

お客様
・より良い体験価値の提供

従業員
・エンゲージメントの向上

加盟店
・持続的な成長
・地域社会への貢献

地域社会
・社会インフラとしての貢献

お取引先
・バリューチェーンの進化
・新たな事業モデルの実現

株主・投資家
・株主価値の向上
・財務の健全性維持

地球環境
・脱炭素・循環経済・自然共生社会の実現

知的資本　
・強固なフランチャイズシステムと店舗運営の知識・技術
・7-Elevenの商標・ブランド力
・チームマーチャンダイジング
・単品管理

マーチャンダイジング 魅力ある商品力（全国競合を上回る平均日販） 

オペレーショナル・エクセレンス 店舗運営支援体制、単品管理と加盟店連携　

店舗ネットワーク 1日約3,000万人（日本・北米）の来客を誇る比類なき店舗網、
 強固なQSR×多様な店舗形態での展開

7NOW お客様のさらなる利便性ニーズに応え、一層の成長を実現する独自の
 デジタルプラットフォーム

製造・販売資本　　
・世界に85,816店のストアネットワーク
 SEJ製造工場　171拠点
 SEI製造工場　 31拠点

社会・関係資本
・グローバルの1日当たり来店客数：約6,030万人
・国内地方自治体との地域包括連携協定：247自治体

自然資本
・CO2排出量削減活動
・資源の有効活用
・持続可能な調達の推進

財務資本
・強固なキャッシュ創出力
・資本コストを反映した的確な投資基準の運用
・最適な資本調達を支える外部格付

価値創造プロセス　

09株式会社セブン&アイ・ホールディングス　経営レポート 2025
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事業変革を含む今後の戦略と
その実行計画である「7-Elevenの変革」について説明します。

7-Elevenの変革
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Ⅰ. 「変革プラン」策定のねらい

経営を一新する「変革プラン」の策定
当社は、コンビニエンスストア（CVS）事業に特化した新た

な体制をスタートするにあたり、お客様に対する価値の創出

に焦点を当てた事業に変革し、新たな体験価値の提供を通じ

て株主の皆様に優れたリターンを提供する「変革プラン」を策

定しました。この変革を通じて、筋肉質な組織を構築し、あら

ゆる変化にスピーディーに対処していきます。

当社は、セブン-イレブン事業をグローバルに展開し、長年

にわたってトップポジションを維持し、マーケットリーダーの

地位を確立してきました。しかし、数多くの成功の反面、近年

はイノベーションの鈍化と事業の推進力低下というリスクが

顕在化していました。新たな経営チームは、この点について深

い危機感を抱き、事業運営の手法をスピーディーに変革する

必要性を共有しています。

この変革に向けて、当社および事業会社の経営陣は緊密な

コミュニケーションを積み重ね、一体となって「変革プラン」の

策定に注力してきました。

私たちは、この「変革プラン」を通じて、主な施策、優先度と

ともにタイムラインと目標を明確に設定し、規律ある推進を担

保するために、厳格で透明性のあるマネジメントプロセスを導

入します。これにより、当社と傘下の事業会社の経営は、過去

とは大きく異なるものとなります。

創業者の精神を取り戻しスピーディーな自己革新を
この変革を推進するにあたり、私たちは創業者たちが掲げ、

確立してきた創業者の精神「信頼と誠実」「変化への対応」を、

変わることのない経営理念とし、謙虚に学び、積極的に変化を

起こす姿勢を持ったグループの企業文化を育成していきます。

当社は、これまでの歩みのなかで、「セブンプレミアム」や「セ

ブンカフェ」の開発、店舗内にATMを設置するなど商品・サー

ビスの革新をはじめ、単品管理など独自の手法、独自のサプ

ライチェーンの構築など、小売業における数多くのイノベー

ションを成し遂げてきました。

しかし、近年、そのイノベーションのスピードが鈍化してい

ます。今、改めて自分たちの事業を再定義し、自ら挑戦し、積

極的に考え、行動を変えることが必要であり、すべての従業員

が創業者のように考え行動することで、イノベーションを起こ

し、成長を加速していくことが重要です。

早急に対処すべき経営課題を特定
このような全社規模の企業文化の再構築と本プランで示す

抜本的な変革に向けて、新たな経営チームは、各事業会社の

リーダーシップ・チームとも緊密に連携し、ワンチームとして経

営を推進していく体制を整え、各種施策を遂行していきます。

経営チームは、「変革プラン」の策定にあたり、各事業会社と

対話と議論を積み重ね、早急に対処すべき経営課題を特定し

ました。次ページ以降でそれぞれの対応を説明していきます。
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2030年までの計画

販管費コントロール改善領域（抜粋）

削減した販管費を加盟店成長に再投資

■バリューチェーン横断での販管費のコントロール ■成長投資を可能とするコスト・コントロール

販管費と荒利額の前年比
荒利額　 販管費

5年CAGR
約2.6％
約0.6％

2025 2026 2027 2028 2029 20305年CAGR
約2.6％
約0.6％

既存店売上伸び率 +21.3%
平均客単価 $15.37
業界トップのデリバリー時間 約28分
営業利益率 ～ 12%

● 本部コスト 地代家賃、保守修繕費 等
● 店舗オペレーション 水道光熱費等
● マーケティング 決済手数料 等

● 加盟店成長 プロモーション強化、改装 等
● 加盟店支援 省人化設備導入、労務支援等

● クイックウィンが可能な領域は即実行
● バリューチェーン全体のプロフィットプール拡大を図る

● 販管費の増加を売上と荒利額の伸長以下に抑えることでコスト
リーダーシップを維持

● 新店、レストラン、フードプラットフォームの拡大への投資を通じて
トップラインの成長を加速

● 原価交渉、不良品削減、バリューチェーンの強化、PB商品の成長
を通じて商品荒利率を改善 変革プログラムによる想定効果については2026年春に説明予定

修正済12.10

Ⅳ. CVS事業の成長機会

販管費をさらに削減
企業を取り巻く事業環境は、景気動向をはじめ不確実性の

高い要素が数多く含まれています。そのなかで着実な成長を

図っていくためには、コントロール可能な要素を、厳格に管理

していくことが不可欠です。

そうした考えのもと、国内外の事業会社では販管費の管理

に注力しています。これによって生まれる資金を、お客様が価

値を実感できる分野に投入し、競争優位性を高めていきま

す。SEIでは、2024年度からそのコントロールに注力してお

り、利益の向上に結びつける成果を生んでいます。SEJでも、

2025年度からバリューチェーン全体を視野に全社的な取り

組みを始めており、利益改善への寄与が期待されています。

  バリューチェーン横断での 
販管費コントロール

SEI

コストリーダーシップを継続
SEIは、引き続き販管費の増加を売上と荒利額の伸びよ

り下回る水準に抑え、削減効果を利益の向上に活かしてい

きます。

SEIは、商品およびガソリン原価、店舗経費、その他費用含

む事業全体のコスト構造を包括的に見直し、これまでに数多

くの交渉や調達活動を通してコスト削減を実現しており、収

益性向上に寄与してきたコストリーダーシップの取り組みと

荒利率改善策を継続していきます。

コスト・コントロール領域を特定
SEJは、2025年7月からコスト・コントロールにおける変

革領域の特定を開始し、今期中に計画を精緻化していく予定

です。実行可能な内容については、即時に実施し効果を創出

していきます。

今後、それぞれの領域のコスト削減によって創出された原

資は、加盟店の成長支援に向けた再投資として、プロモー

ション強化や店舗改装、省人化設備の導入や労務支援などに

充て、トップライン向上につなげていきます。

SEJ
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■PB商品による収益力の向上

■EBITDA成長計画（百万ドル）

■垂直統合に向けた主要施策

2025 2030

～400

～50

高荒利率のPB商品

NB商品 PB商品

52%

34%

+18%

2025 2030

1,300

1,900

2030年までに
売上1,900百万ドル

新たな組織能力の
追加

製油所
EBITDA効果見込み

40～90百万ドル 店舗

新しい業務プロセスや
インフラを整備し、
ガソリン事業を拡大

燃料供給の最適化
（機動的な調達・販売）

EBITDA効果見込み

140～300百万ドル

規模とスケールを
活用し、

アービトラージの
機会をとらえると

ともに収益機会を創出

燃料物流の最適化

EBITDA効果見込み

20 ～ 50百万ドル

システムを通じて
燃料物流の効率を高め、
コスト低減を実現

ブレンディング機能の
確立

EBITDA効果見込み

5～20百万ドル

ブレンドプログラムを
導入し、

供給コストの
効率化を確立

修正済12.10

（百万ドル） 

Ⅳ. CVS事業の成長機会

  オリジナル商品、PB商品展開の加速   ガソリン事業の垂直統合

SEI SEI

新カテゴリーのPB商品を開発
SEIの将来において、PB商品は重要な役割を果たします。

PB商品は、高品質で差別化された商品とバリューをお客

様に提供すると同時に、より高い荒利率を生み出し、

7-Elevenブランドの強化にもつながります。

SEIのPB商品の荒利率は52%であるのに対し、ナショナ

ルブランド（NB）は34%と大きな差があります。PB商品は

NB商品と同等またはそれ以上の品質を、より低価格で提供

することを可能としています。

今後数年間で、PB商品の売上は1,300百万ドルから

2030年までに1,900百万ドルに成長すると見込んでいます。

EBITDAで400百万ドルを創出
米国最大の燃料小売業者であるSEIは、規模を活かしバ

リューチェーンを垂直統合することで、サプライチェーンに潜

在する取りきれていない利益を取り込み、収益性の向上を目

指します。

燃料サプライチェーン上流への戦略的進出により、当社の

規模を活用し、システム内での燃料物流の最適化を図りコス

ト削減を実現します。また、物流インフラへのアクセスを確保

しつつ、顧客への燃料供給機会を活用し、自社ネットワーク

の最適化を継続します。目標達成に向けて業界専門家を採

用し、ETRM（エネルギー取引・リスク管理）のシステム要件

定義と開発を開始するとともに、既存の供給ポートフォリオ

とパートナーシップの評価を進めています。2028年以降は、

組織能力の強化を進め、業界標準の実務およびプロセスを

確立し、最終的には2030年までにEBITDA400百万ドル

の創出を目指します。
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■「セブンｰイレブン」ブランド力の向上に向けて、さらなる顧客とのリレーションを強化

社会環境の変化（CVSに影響が大きい変化） SEJのイメージ コミュニケーション本部

外部知見

ブランドへの認知・好意度向上の取り組み

新コンセプトによるTVCM
商品戦略のアップデート

ターゲティングの取り組み（特に若年層）
SNS媒体別戦略における情報発信強化
マスメディア×インフルエンサー

連動型イベントの開催

「セブンｰイレブンの原点を問い直す必要がある」 「さらなる顧客とのリレーション強化が必要」

TVCM（2025年9月～）

新体制：共創型マーケティング

（セブン-イレブンの価値を加盟店・社員に問い直し、お客様に宣言）

「このコンビニで街の人を
幸せにする。それが私の夢」

オーナー

客数減少の一因

オペレーション
本部

商品本部 NDF※

（プロモーション）
マーケティング
本部

●少子高齢化
●地方の過疎化
●競合（スーパー・ドラッグ等）出店加速
●コストプッシュ型インフレによる
　生活防衛意識の高まり

●好意度の低下（上げ底問題）
●保守的な販促・商品
●商品価格が高い

●情報発信強化（SNS等）
●広報機能を移管

マーケター、クリエーターを入れる
ことで商品の価値伝達を強化

※日本デリカフーズ協同組合：米飯、調理パン、惣菜、調理麵、漬物メーカー等が参加

Ⅳ. CVS事業の成長機会

マーケティング体制を強化
SEJのリーダーシップチームは、近年、社会環境が変化

していくなかでセブン-イレブンのこれまでのポジティブな

SEJ

イメージが薄れてきたことを重大な経営課題と認識してお

り、改めてセブン-イレブンの原点を問い直す作業を進めて

います。

その起点として、TVCMを刷新し、「このコンビニで街の人

を幸せにする。それが私の夢」という加盟店オーナー目線の

メッセージを発信しました。加えて、「なにがあるかな、セブン

-イレブン。」を新たなキャッチフレーズとし、セブン-イレブン

に行けばいつも何かがある、新しい出会いがあることを訴求

しました。

これらマーケティング活動は従来、オペレーション、商品、

マーケティングの3つの本部が分担して推進していましたが、

2025年9月からはコミュニケーション本部を新設し、4本部

で連携して取り組みを推進しています。

  お客様とのエンゲージメント戦略
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SEI

1,100店のレストラン併設店を設置

1,300店の新規出店

荒利額成長率未満の販管費上昇率

～ 400百万ドル EBITDA増加

商品平均日販成長率2.4%

PB商品売上　CAGR6.5%

年間200店舗増加
７ＮＯＷ売上 1,250百万ドル

5,000店以上の店舗への設備投資

約1,000店舗純増

販管費率12%未満

–

商品平均日販成長率2.0%

–

売上約1,200億円

SEJ

2-A

2-B

2-C

2-D

2-E

2-F

フレッシュフードの差別化

店舗ネットワーク

7ＮOW

販管費コントロール

PB商品/オリジナル商品

ガソリン事業の機会

お客様の当社認知・好意度

Ⅴ. 2030年のオペレーショナルKPI目標
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SEI

7IN

SEJ

SEI SEJ

7INSEI SEJ

2024年度実績※1 2028年度計画 2030年度計画 成長率 (2024-2030年度)

営業収益 10.0兆円 約10.3兆円 約11.3兆円 約2.0％

約2.3兆円 約2.4兆円 約2.6兆円 同水準の販管費率

約0.9兆円
約1.1兆円

約1.3兆円

CAGR

約86円 約148円 約210円 約17.0％

2.5x ～1.1x ～0.6x -約1.9x

CAGR

2.7兆円

17,570億円

6.0％ 約10.5％ +約
4.5％pt

+約
0.7％pt

+約
5.0％pt

約22.0％ 約11.5％6.7％21.4％

5,730
億円

3,230
億円

260
億円

500億円+0.9兆円+ 0.4兆円+

8,430億円 約2.1兆円 約1.1兆円
約2.5％ 約4.0％

約3.0兆円
約3.4兆円 約3.9％CAGR

約7.0％

4.8％
約8.6％

約12.6％ +約7.8％

CAGR

CAGR

約7.5％
CAGR

約4.0％
CAGR

約14.0％
CAGR

CAGR

営業総利益

販管費

EBITDA

EPS

ROIC※2

Debt/EBITDA

※ 1 YHDと7BKは通期で持分法適用化を想定
※2 J-GAAP基準。ROIC = ｛純利益+支払利息×（1－実効税率）｝÷｛自己資本＋純有利子負債（ともに期首期末平均）｝

Ⅵ. 2030年へのロードマップ
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CFOメッセージ

はじめに―変革への決意
当社グループは、2025年9月からCVS事業に特化した体

制へ移行し、グローバル市場でのさらなる成長に向けたさま

ざまな変革への取り組みを推進しています。この大きな転換

期にあたり、CFOとして現状の課題認識と持続的な企業価

値向上に向けた決意をお伝えしたいと思います。

私たちは、現在の株価などに表れる企業価値・株主価値が、

当社の本来の力を十分に反映していない現状を真摯に受け

止めています。これは、将来の成長に対する市場の期待をさ

らに高めていく余地があることを示すものであり、過去の計

画未達という反省の上に立ち、株主価値の向上を最優先課題

として全力で取り組んでまいります。

これまでの経験と反省を次の成長の原動力とし、「変革プ

ラン」の実現を通じて、ステークホルダーの皆様との「約束」を

一つひとつ確実に果たしてまいります。

CVS事業グループとしての体制を確立
この一年は、当社にとって大きな変化の一年でありました。

取締役常務執行役員 
最高財務責任者（CFO）

丸山 好道

「変革プラン」の目標を達成し、
ステークホルダーの皆様との「約束」を
一つひとつ果たしてまいります。

2024年4月に戦略委員会の提言を受け、当社グループの企

業価値・株主価値の最大化に向けた取り組みを重ね、グルー

プの構造を大きく変化させてまいりました。さらに2025年

5月の新経営体制発足以降、より実効的なガバナンス体制を

構築すると同時に、2030年までのロードマップである

「7-Elevenの変革」を公表しました。

今回の変革プランの最大の特徴は、セブン＆アイ・ホール

ディングスがCVS事業に特化したことで、事業ごとに異なる

経営課題に対してそれぞれ経営管理を行っていた従来の体制

から脱却し、一つのセブン-イレブン体制を強く意識した運営

へと舵を切った点にあります。新体制下では、経営戦略がよ

り明確化され、私たちは一つの事業体として同じ方向を向き、

グループ全体の目標達成に向けて、経営資源配分の優先順位

付けを行っています。これは、事業運営においても財務運営に

おいても、これまでの考え方から大きく変わったことを意味

し、組織の一体性強化と効率性向上の両面において効果が発

揮され、当社の成長加速に資するものであると考えています。

これら変革のスピードと方向性について、外部ステークホ

ルダーの皆様からは「方向性は理解した。あとは結果を出して

ほしい」という切実な要請をいただいています。現時点では、

結果を出すための取り組みを進めている段階であり、皆様か

らの信認は道半ばですが、これを確固たるものにするために、

掲げた約束を一つひとつ着実に果たし、結果で示す必要があ

ると考えています。私たちは今、これまで以上に計画の実行力
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さらに、世界各地で活躍する多様な人財が生み出すテクノ

ロジーやサプライチェーン構築、人財育成などに関する専門

知識や経験・ノウハウを、一つのセブン-イレブンの考え方に

基づき、「センター・オブ・エクセレンス」として統合し、地域ご

とに最適化して活用していきます。このような取り組みを通じ

て、これまでばらばらだった各地域のシステム統合や主要サ

プライヤーとのグローバル調達などを進めていきます。

多様な人財がグローバル市場で活躍するためには、人財

の配置や報酬制度も大きく変えていかなければなりません。

特に報酬制度については、米国SEIと日本のSEJで体系が異

なっています。地域ごとの水準があるため、完全に統一する

ことは難しいですが、少なくとも報酬体系の考え方を統一し

なければ、人財の流動性を確保できません。例えば、生活コ

ストの高い米国で働く場合は、日本で勤務していた際と実質

的に同等の待遇水準が維持されるような柔軟な仕組みを導

入する必要があると考えています。

一方、マネジメントのカルチャー変革という点でも、デイカ

スCEO自らが意思決定プロセスにおけるコミュニケーション

のあり方を大きく変えています。原則として、ホールディング

ス内では社内取締役のミーティングを毎日開催し、事業会社

のトップとは週次で１対１のミーティングを実施しています。

また、事業会社とホールディングスの経営陣によるビジネス

レビュー会議を毎月実施するようになりました。これらコミュ

ニケーションの頻度を格段に高めたことにより、計画の進捗

や課題、競合とのポジション確認などを深く共有できるよう

になりました。結果として、問題の共有が早まり、打ち手のス

ピード感や適切性が向上しています。例えば、対話を通じて、

SEIとSEJが抱える課題には想像以上に同じ構造が存在する

ことが判明しました。すると、全体として何が最善かという視

点から議論が始まる。このようにコミュニケーションの頻度

と密度を高めて経営の PDCAサイクルを回していくことで早

期に結果を出していきたいと考えています。

提起された課題を経営に活かし続ける
私たちは、株主・投資家の皆様とのエンゲージメントを、株

主価値・企業価値向上につなげるための重要な取り組みと位

置づけています。2024年度は国内外で475社との個別面

談を実施し、IR Dayや海外ロードショーを実施するなど、ア

プローチを強化してきました。投資家の皆様からいただいた

ご意見は、取締役会や事業会社へ適時にフィードバックさ

れ、戦略や情報開示の拡充に反映しています。実際、当社の

戦略的取り組みの多くは、投資家から提起された課題に対す

る答えでもあり、対話を通じて相互理解を深めることが不可

欠だと考えています。

今後も、皆様が当社に期待している最もプライオリティの

高い課題を的確に把握し、それも踏まえて当社の計画や戦略

に反映できるよう、IR・SR活動の位置づけを強化していきま

す。また、前述のDebt/EBITDA倍率に関する議論のよう

に、当社の意図が広く伝わるよう、誤解のない発信をさまざ

まな場を通じて続けてまいります。

最後に
私たちは、この大規模な変革が容易な道のりではないこと

を認識しています。しかし、創業者の精神である「信頼と誠実」

「変化への対応」に立ち返り、謙虚さと積極性をもって自ら変

化を起こし、一つひとつ結果を出してまいります。この道程が

誠実を体現するものであり、すべてのステークホルダーの皆

様の信頼を勝ち得るものであると信じています。覚悟を持っ

て変革に臨み、未来に向けて新たな価値創造に全力を尽くし

てまいります。

CFOメッセージ
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7-Elevenの変革を支える
サステナビリティ戦略
「7つの重点課題」の特定プロセスで描いた目指す社会を
実現するために「サステナビリティ戦略マップ」を作成。
持続可能な社会と企業の持続的成長の両立を図っていきます。
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７-Elevenの変革を支えるサステナビリティ戦略

生可能エネルギーの供給を開始しています（p.49参照）。

さらに、2022年から開始した社会課題解決型ビジネスプ

ランコンテスト「SMiLE」の累計参加者数は1,500人以上に

達し、新たなビジネスプランが数多く提案されています。これ

らは、お客様や社会の不便・不満・不安といった「不」を解消す

る新たな事業を創造し、重点課題の解決を目指すものです。

これからもイノベーションを尊重し、促進する企業文化の醸

成に努めていきたいと考えています（p.43参照）。

事業会社においてもSEJでは、目指す姿として「明日の笑顔

を 共に創る」を策定し、「次の便利の扉を開く」というミッ

ションのもと、「健康、地域、環境、人財」の4つのビジョンを通

じてその実現を目指しています。また、SEIでは、豊かな地域

社会の実現、環境保全、責任ある消費の促進を軸としたサス

テナビリティ戦略「7impact “Good Made Easy”(良いこ

とを手軽に)」を推進しています。

当社グループは2014年、ステークホルダーの皆様の期待や

要請にグループが一体となって応えていくために、「社会の持

続的な発展」と「企業の持続的成長」に向けた重点課題（マテリ

アリティ）を特定しました。その後、当社グループを取り巻く事

業環境の変化や中核事業であるCVS事業のグローバル化な

どを踏まえ、2022年3月に以下の6つのステップで重点課題を

見直し、「7つの重点課題」を社内外に発表しました。

改定の6ステップ
STEP❶ 国内外の社会課題の抽出

SDGsや世界経済フォーラムのリスクレポート、ESG評価機関の調

査項目などとともに、外部環境の変化も加味して480の社会課題項

目を抽出。

STEP❷ ステークホルダーへアンケートを実施 
当社事業と深い関わりがあると考えられる35項目を選び、お客様・お

取引先・株主/投資家・セブン-イレブン加盟店オーナーや従業員を対

象にしたアンケートを実施。

STEP❸ 有識者とのダイアログを実施
当社経営陣とサステナビリティに関する幅広い知見を持つ有識者

の方 と々ダイアログを実施。当社グループが解決すべき社会課題につ

いて意見交換。

STEP❹ 多様な声を反映した重点課題の特定
ステークホルダーにとっての重要度と会社にとっての重要度、および

アンケートのコメントや有識者とのダイアログ、事業会社経営陣へのヒ

アリングなどで挙がった意見を考慮し、7つの重点課題を特定。

重点課題（マテリアリティ）の改定 STEP❺ 重点課題に関わるリスクと機会の整理
新たな取り組みを創出するとともにリスクの低減を図っていくため、

重点課題に関わるリスクと機会を整理。

STEP❻ アクションプランを策定
各事業会社において事業を通じた重点課題の解決に資する具体的

な取り組みを策定。

当社の重点課題の特徴
改定にあたって、海外も含めた5,000人を超えるステーク

ホルダーにアンケートを実施し、1,000件を超えるコメントを

確認・分析しました。

また、重点課題の解決に向けて、各事業会社が迅速に施策

を実施できるよう、具体的なアクションプランも併せて策定す

ることで実行性を担保しています。

グループの変革に伴う重点課題の見直し
CVS事業に注力する新体制への移行に伴い、重点課題の見

直しを計画しています。CVS事業への関連性やさらなるグロー

バル展開も考慮した、より経営戦略とつながりの強い重点課題

の特定を目指しています。

詳しくは、当社Webサイトをご覧ください
https://www.7andi.com/sustainability/theme/
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７-Elevenの変革を支えるサステナビリティ戦略

大

大小

経
済
的
価
値（
売
上
・
利
益
）

社会的価値（社会課題解決）

経済的価値・社会的価値が
高いレベルで両立した事業の創出

新規事業創出を「従業員提案型」で実施

既存事業 新規事業
イノベーションが
求められる

インキュベーションを
求められる

短期間でマインドとスキルをインストール

社会価値と経済価値を
両立させる事業へのチャレンジ

マインドセット、スキルセットのある人財を育成、
各社独自の新規事業の取り組みを加速

マインドとスキルのある
人財が事業革新をリード

体得

還元

求められる力
● 挑戦心　● 巻き込み力
● プレゼン能力
● 非ルーチンに耐える力
● 圧倒的顧客視点
● ブレイクスルー力
● 未来を見通す力
● 社内調整力　● 環境分析

SMiLE2024の様子

● これまでの「SMiLE」の取り組み
2022年に開始した「SMiLE」のプログラムは2025年で4

年目を迎えました。この間のビジネスモデル案の累計応募数

は1,014件となり、その中から最終審査会で採択された7案件

は今も継続して活動しています。

2024年12月に実施した「SMiLE2024」の最終審査会

（Changer’s Pitch）は、本社において初のリアルとオンライン

のハイブリッド形式で行い、総勢600名以上のグループ社員が

ファイナリストの熱い最終ピッチを応援しました。

また、各事業会社の社長・役員が審査員を担うなど、当社グ

ループ全体でイノベーションを創出していく企業風土が醸成

され始めています。

● 「SMiLE」の目指す姿
「SMiLE」のプログラムに参加したグループ社員は、「圧倒

的顧客視点」「未来を見通す力」「プレゼン能力」「周囲を巻き

● ビジネスプランコンテスト「SMiLE※」とは
私たちが生きる現代社会には多くの課題があります。

一刻を争うものから、より豊かな人生を送るためのものま

で、課題は多岐にわたります。どの課題も当事者にとっては重

要なものであり、その課題を発見し、解決策を模索することが

重要です。

当社では、お客様を取り巻く課題を「持続可能な方法」つま

り、経済的価値と社会的価値の双方が高いレベルで両立した

継続性のある「ビジネス」で解決しようという「１Action２

Values」の考え方のもと、各事業会社で新規事業開発の取り

組みを進めています。

社会課題解決型ビジネスプランコンテスト「SMiLE」は、そ

の取り組みをさらに進めるために、従業員から「解決したい課

題」を募り、新規事業開発の専門家のサポートのもと、課題解

決につながるビジネスモデル案を構築していくプログラムです。

■1 Action 2 Valuesによる事業創出

※  SMiLE＝S:セブン＆アイの　M:未来の　i:革新を　L:リードする　E:エン
ジンになろう！という想いを込めて命名

込む力」など、日々の業務では得難いマインドやスキルを短期

間で習得することができます。当社グループは、その力を活か

して、既存事業でも新規事業でも活躍できる人財に成長して

いくことを願っています。

過去の参加者の中には、「SMiLE」で提案した案件を自社

内に持ち帰り既存事業のブラッシュアップへ活用したり、

「SMiLE」への参加をきっかけに新規事業関連部署で活躍す

るなど、グループではさまざまな形で自らの成長・潜在能力に

気づく社員が増えています。

「SMiLE」プログラムを通じて、当社グループが目指すのは、

マインドセットとスキルセットを備えた人財を発掘・育成する

ことで、各事業会社が独自にイノベーションを促進する企業文

化の醸成を加速させていくことです。これからも当社は挑戦的

で創造的な企業風土の醸成にチャレンジし続けていきます。

■SMiLEの目指す姿
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分析の前提

以下の前提に沿って、気候変動・自然資本に関するリスク・

機会の分析、対応策の検討を行いました。

環境：TCFD※1・TNFD※2に基づく環境情報の開示 ※1 気候関連財務情報開示タスクフォース　※2 自然関連財務情報開示タスクフォース

当社グループでは、重点課題3に掲げる「脱炭素・循環経済・

自然と共生する社会」の実現に向け、2019年に環境宣言

『GREEN CHALLENGE 2050』で2030年、2050年の

目標とあるべき姿を定め、取り組みを推進しています。

環境課題は、相互にトレードオン、トレードオフが生じる複

雑な関係にあること踏まえ、TCFD・TNFD提言に基づき、

統合的なリスク・機会の分析、それらへの対応策の立案、情報

開示を進めています。2025年9月には、

「気候・自然関連情報報告書－TCFD・

TNFD統合開示－」を発行しました。

当社グループでは、経営環境およびリスク要因の変化を踏

まえ、各事業におけるリスクを適正に分析・評価し、的確に対

応するため、リスク管理の基本規程に基づき、リスクマネジ

メント委員会を中核とする統合的なリスク管理体制を構築・

整備・運用しています。サステナビリティに関わるリスクにつ

いても、この統合的なリスク管理体制のもとで管理していま

す。リスクマネジメント委員会は、各リスク管理統括部署より

自社のリスク管理状況に関する報告を受け、リスクの網羅的

な把握、その評価・分析および対策について協議し、今後の方

向性を定めています。また、こうしたリスク管理の状況を原則

年1回、当社取締役会に報告しています。

※ 2025年9月現在

環境情報開示の考え方

ガバナンス体制

リスクと影響の管理

戦略

サステナビリティ課題の監督体制

気候変動や自然資本などを含むサステナビリティ課題への

対応については、取締役会による監督のもと、サステナビリ

ティ委員会を中心としたガバナンス体制を構築しています。当

社取締役会は、サステナビリティに関する重要案件について

決議を行うとともに、年1回以上、同委員会の事務局であるサ

ステナビリティ推進室から取り組み状況に関する報告を受け

て、進捗や目標の達成状況を監督しています。

サステナビリティ課題の執行体制

代表取締役会長を委員長とし、国内外のグループ会社のサ

ステナビリティ推進責任者（代表取締役社長など）および当社

の関連部署の責任者を委員とするサステナビリティ委員会

を、年2回開催しています。同委員会のもとに、環境部会・人

権推進プロジェクトなど、気候変動・自然資本や人権尊重など

のサステナビリティ課題に対応する下部組織を設置し、継続

的な取り組みを実施しています。

※ 2025年9月現在

開示 
スコープ

気候

国内外CVS事業を対象に、店舗が直接受ける物理
的な影響に加え、店舗運営に伴って発生するコスト、
店舗運営に大きな影響を与える商品のサプライ
チェーン（原材料・商品製造工場・商品配送など）や
お客様の行動について、シナリオ分析を実施し、特定
した気候変動のリスク・機会・対応策について開示

自然

当社グループの事業と自然との関係を評価し、当社
グループが「食」を中心とした事業を展開しているこ
とから、今回の評価では「農産物」に関連するリス
ク・機会と対応策について開示

シナリオ
気候
自然

IEA「World Energy Outlook」をはじめ政府や
国際機関が発行した将来予測に関するレポートな
どを参考に、「脱炭素シナリオ（1.5℃～2℃）」と「温
暖化進行シナリオ（2.7℃～4℃）」の2つのシナリオ
を設定
自然資本については、「温暖化進行シナリオ」の範囲
に収まる複数の外部環境パターンを想定

時間軸

気候

環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』の中
間目標の設定時期である2030年時点の影響を基
本に、海外CVS事業では、短期（0年～5年）、中期
（5年～10年）、長期（10年～30年）の時間軸でリス
ク・機会・対応策を検討

自然
2050年を対象期間として設定し、TCFD分析の
対象期間と同じ2030年～2035年を短期的な
ターゲットとして具体的な対応策を検討

気候・自然関連情報報告書
https://www.7andi.com/sustainability/ 
tcfd_tnfd.html

ガバナンス体制の詳細は、気候・自然関連情報報告書p.7をご覧ください
https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf

リスクと影響の管理の詳細は、気候・自然関連情報報告書p.33をご覧ください 
https://www.7andi.com/library/sustainability/pdf/
environment/TCFD_TNFD_2025.pdf

： 気候変動に関わる項目

： 自然資本に関わる項目

気候

自然
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ステークホルダーの皆様との対話を深めながら
グローバルなCVS事業に特化した企業グループとしての
あるべきガバナンスを追求していきます。

コーポレート
ガバナンスの強化
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取締役会議長メッセージ

対話による変革を通じて、
グローバル企業としての価値創造を加速してまいります。

2023年5月から社外取締役に、2025年5月から取締役

会議長に就任いたしました。一昨年は社外取締役で構成する

「戦略委員会」に参加し、グループの成長戦略や資本効率の

向上に関する提言をしてきました。加えて、この一年は財務

や国際法務の外部専門家も参加する「特別委員会」の場で、

外資系企業からの買収提案や7-Elevenの中長期的かつ本

質的な企業価値について、40回を超える議論を重ねてまい

りました。

2025年５月には、戦略委員会委員長と取締役会議長を務

めてきたスティーブン・ヘイズ・デイカス氏をCEOとする新た

なマネジメントチームのもと、CVS事業に特化した事業体と

しての新たなスタートを切りました。私はこれまでの議論を

通じて、7-Elevenの強みやグローバルなポテンシャルを改

めて強く実感してきました。一方で業績については厳しい状

況が継続しており、危機感を持って臨む必要性を感じていま

す。社外取締役、そして取締役会議長として、株主をはじめと

するステークホルダーの皆様の声に真摯に耳を傾けつつ、

2030年およびその先に向けたロードマップに沿って、当社

を着実に成長軌道へ導き、企業価値を高めることを監督する

――これが私の最大の使命と強く認識し、その責任を果たし

てまいります。

外部環境に目を向けると、国際的なインフレの長期化やサ

プライチェーンの不確実性に加え、国内では人手不足といっ

た構造的な逆風が続いています。内部的にも、ブランドイメー

ジの低下、提案力の不足などに危機感を持っており、市場か

らの評価も非常に厳しい状況です。グループ構造が大きく変

化した今こそ、企業風土やカルチャーのあるべき姿への変革

に改めて取り組む必要があると考えます。

他方で、当社は日米を中心に、1日約6,000万人のお客様

が訪れるという比類のないグローバル・リテールプラット

フォームを擁しています。現場起点の価値創造を再加速し、

デジタル技術とデータの活用を一段と推し進めることができ

れば、再成長の余地は大きいと考えています。こうした現状

認識を踏まえ、取締役会として議論すべき重点議題を4つに

絞り込みました。

まずは、これまでの国内を中心とした多様な業態を擁する

グループから、グローバルなCVS事業に特化した新たな事

業形態へと変化した現状を踏まえ、持株会社、および各事業

会社の役割を再定義し、必要な機能とそれを担う人財を強化

していくことが最優先課題であると考えています。

2点目は、事業をグローバルに拡大していくなかでガバナン

現状認識取締役会議長就任にあたって

2025年度取締役会における重点課題

筆頭独立社外取締役 
取締役会 議長

八馬 史尚
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指名委員会委員長メッセージ

の小売業のほか食品・外食企業でもリーダーシップを発揮し

てきた実務家であり、バイリンガルとしてグローバルの橋渡し

役も担える人財です。とりわけ「改革を実践するスピードを重

視する」「上意下達型ではなく、部下や組織の成長を最優先す

るサーバントリーダーでありたい」という姿勢は、グループの

成長を実現するうえで大きな推進力になると期待しています。

2025年の定時株主総会では、かねてより作成を進めてい

た候補者リストに基づいて、CEO交代と同時に4名の新任社

外取締役が就任しました。いずれの方も当社のグローバル成

長に不可欠な知見や経験をお持ちであり、取締役会の多様性

は一層高まっています。そのうえで、真のグローバルCVSグ

ループを見据える私たちの次の課題は、マネジメント層

（CxO）の厚みの拡大と、機能の強化であると考えています。

現在、取締役会では「持株会社としてのあるべき姿」の再定義

を進めているところであり、並行して今後求められるCxOの

サクセッションプランについても議論していきます。

また、現在、女性活躍やDXを含めた幹部候補者の育成に

もオブザーバーとして関わっていますが、次世代人財の育成

に関しても、国境を越えて人財を戦略的に活用する「グローバ

ルタレントマネジメント」の具現化を促すよう積極的に意見し

ていきたいと考えています。

指名委員会では、引き続き取締役会とともに指名プロセス

の質を高め、採用・育成・登用の好循環をつくり出す役割を果

たしてまいります。

世界トップクラスの
CVS企業グループを支える
次世代経営陣の育成を
注視してまいります。

私は、当社の社外取締役が初めて過半となった2022年5

月に取締役に就任しました。当時より、当グループの大胆な構

造改革の行方には社内外から大きな関心が寄せられ、新任取

締役や次期CEOを選任する指名委員会の議論にも注目が集

まるようになっていました。委員会における社外取締役の役割

は、企業の持続的成長と健全なガバナンスの確保に向けて、

客観的な視点から建設的な提言を行うことです。こうした役

割への期待は年々高まっており、就任以降、その重要性が増し

ていることをつねに実感してきました。特に2023年、指名委

員会の委員長に就任してからの２年間は、新たなグループ構

造や事業変革に向けた施策の議論が一層活発化したこともあ

り、次期取締役の候補者選定を急いで進めることがミッション

となりました。そのなかで当委員会は、新たな成長戦略を率い

るCEOにはどんな資質と能力が求められるのか、取締役には

どんな知見やスキルが必要か、日本発のグローバルCVS企業

としてのあるべきリーダー像やガバナンス体制について積極的

に意見を交わすよう努めてきました。

私たちが次期CEO像の中核に据えたのは、グローバル市

場での流通・小売業のマネジメント経験と、多様なステークホ

ルダーに真摯に向き合う姿勢、そして戦略を実行し成果に変

えるパワーです。いくら魅力的なビジョンや戦略を描いても多

くの関係者に伝わらなければ評価は得られず、その実効性に

も限界があります。私は、これからのグローバル企業のトップ

には、組織に強く影響を与え経営を推進する「カリスマ性」よ

りも、ステークホルダーとの対話を起点に戦略を着実に実践

していく「対話力」と「実行力」が不可欠だと考えています。

そのような力を併せ持っているのがスティーブン・ヘイズ・デ

イカス氏であり、CEOとしての任命に至りました。彼は、日米

「対話力」と「実行力」を兼備するトップへの期待

CxOのサクセッションプランを議論

あるべきリーダー像を議論

独立社外取締役 
指名委員会 委員長

山田 メユミ
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報酬委員会委員長メッセージ

セスを深く理解しています。現在は、米国のSEIにて社外取締

役および報酬委員会委員長としても活動しており、双方向の

戦略的な連携のための枠組みを構築しています。

米国モデルをそのまま導入することは現実的ではありま

せん。生活コストや生産性、産業構造の違いなど、各国の事

情を踏まえる必要があります。とりわけ日本においては、年功

序列による昇進や職務定義の曖昧さといった慣習が成果主

義的な報酬制度への移行を困難にしています。

それでもなお、グローバル競争に挑む企業の報酬委員会委員

長として、私はこの変革を粘り強く推進する責任があります。グ

ローバル人財を惹きつけられず、流動性を阻害する硬直的な制

度は、間違いなく成長の足かせとなります。この危機感と使命

感を持って、報酬委員会および取締役会は、真にグローバルな

CVS企業にふさわしい報酬制度の定義に取り組んでいます。

私は日本で生まれ育ち、米国の大学を卒業後、異なる言語・

文化・価値観の中で、コミュニケーション、交渉、傾聴、共感と

いった本質的なスキルを磨いてきました。米国で生まれ、日

本で成長した「7-Eleven」をグローバルに展開するなかで、

日米をつなぐ架け橋となることが私のライフワークです。

人を育て、挑戦に報い、持続的な株主価値の向上を実現す

る報酬制度を確立することで、7-Elevenが世界中のビジネ

スパーソンから尊敬される企業ブランドであり続けるよう、私

はその役割を全うしてまいります。

グローバルな
価値創造の起点となる
報酬制度を確立してまいります。

2022年に社外取締役として取締役会に加わって以来、私

たちは構造改革や買収提案への対応に多くの時間を費やして

きました。これらの戦略的議論は将来のビジョンにとって極

めて重要でしたが、積極的な成長戦略の策定に集中する時間

が一時的に削がれることもありました。

現在は、新たに就任したスティーブン・デイカスCEOのリー

ダーシップのもと、私たちはCVSグループのグローバルな成

長戦略を明確化し、持株会社の理想的な構造と役割を定義す

るために多くの時間を割いています。この重要な局面におい

て、私の使命は明確です。新たな構造に完全に整合し、株主価

値の向上に確実に貢献する報酬制度を確立することです。

私は、魅力的で持続可能な報酬制度こそが価値創造プロセス

の出発点であると考えています。それは、グローバルな経営スキ

ルを持つ幹部から、次世代のリーダー候補、そして世界中の店舗

オペレーションを支える従業員まで、組織全体の優秀な人財を惹

きつけ、動機づける制度でなければなりません。すべての人が報

酬に魅力を感じ、仕事に誇りを持ち、挑戦を続け、その成果が持

続的な利益に直結することを実感できる仕組みが必要です。

この目標を達成するためには、まず米国における報酬制度

と運用のベストプラクティスを正しく理解する必要がありま

す。北米事業は高成長を遂げており、当社の将来を牽引する

極めて重要なエンジンだからです。

私はこの課題に対して、日米両国の視点を持つユニークな

立場にあります。米国の金融機関や大手コンサルティング会

社でCEOを務め、また日本では外資系IT企業の社長として

の経験を通じて、両国の報酬委員会のアプローチや評価プロ

価値創造と人的資本戦略を融合

米国のベストプラクティスを正しく理解する 日米の架け橋として

グローバル成長と株主価値向上の原動力として

独立社外取締役 
報酬委員会 委員長

ポール 与那嶺

グローバルCVS企業にふさわしい制度を
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コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンスの体制 基本的な考え方

当社におけるコーポレートガバナンスとは、社是に基づき、

お客様、お取引先、加盟店、株主・投資家、地域社会そして社

員等のステークホルダーの皆様からの信頼を確保し、末永く

ご愛顧いただくために、誠実な経営体制を構築・維持し、財

務・非財務（ESG）両面での中長期的なグループ企業価値を

継続的に高めることにより、持続的に成長するための仕組み

と考えます。

現状のコーポレートガバナンス体制を 
選択している理由

当社においては、独立性を保持し、法律や財務会計等の専

門知識等を有する複数の社外監査役を含む監査役（監査役

会）が、会計監査人・内部監査部門との積極的な連携を通じて

行う「監査」と、独立性を保持し、高度な経営に関する経験・見

識等を有する複数の社外取締役を含む取締役会による「経営

戦略の立案」「業務執行の監督」とが協働し、コーポレートガ

バナンスの有効性を確保しています。

この体制は、当社のコーポレートガバナンスを実現・確保す

るために実効性があり、適正で効率的な企業経営を行えるも

のと判断しているため、当社は当該コーポレートガバナンス体

制を採用しています。

経営監督機能

業務執行機能

株主総会
選任・解任

報告

報告

連携

会計監査の
相当性
の判断

選任・解任 選任・解任

諮問

答申

報告

報告

監督

監査・
モニタリング

監査

監査

監査

連携

連携

会計監査人

事業会社 事業会社 事業会社 事業会社

議長
（独立社外取締役）

社内取締役
5名

社外取締役
8名

構成比

取締役

社内監査役
2名

社外監査役
3名

構成比

監査役

指名委員会 6名※
（うち独立社外取締役4名）

報酬委員会 5名※

（うち独立社外取締役3名）

取締役会 13名
（うち独立社外取締役8名）

監査役会 5名
（うち独立社外監査役3名）

委員長
（独立社外取締役）

委員長
（独立社外取締役）

各種委員会
・サステナビリティ委員会
・リスクマネジメント委員会
・情報管理委員会

監査室

経営会議
代表取締役

各部門

諮問

答申

※ 委員長および委員は取締役会において選定

2025年12月末現在

詳しくは、当社Webサイトをご覧ください
https://www.7andi.com/ir/management/governance/structure.html
https://www.7andi.com/ir/management/governance/basicviews.html
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会社情報（2025年8月末現在）

会社概要

格付情報（2025年9月末現在）

株式関連情報
本店所在地 〒102-8452 東京都千代田区二番町8番地8

 Tel : 03-6238-3000（代表）

 URL : https://www.7andi.com

設立 2005年9月1日

従業員数  （連結）36,480名  

（単体）950名
 ※  YHDおよびその子会社と7BKおよびその子会社の 

従業員数は含まない

資本金 500億円

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人

発行済株式総数 2,604,555,849株

株主数 260,092名

上場取引所 東京証券取引所プライム市場

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

定時株主総会 毎年5月

 ■大株主の状況

 ■株価・出来高推移（東京証券取引所） （2025年10月末現在）

 ■所有者別株式分布状況

※  持株比率は、自己株式を控除して試算しています。なお、自己株式には「役員
報酬BIP信託」および「株式付与ESOP信託」が保有する株式数は含まない

S&P Moody’s R&I JCR

セブン＆アイ・ホールディングス 長期 A- A3 AA- AA

セブン-イレブン・ジャパン
長期 A- - - AA

短期 A-2 P-2 - -

7-Eleven, Inc. 長期 A- Baa2 - -

※  2006年1月より、SEJの短期格付は7-Eleven, Inc.のCPプログラムの保
証格付

大株主 持株数
（千株）

持株比率
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 406,659 16.48%

伊藤興業株式会社 212,103 8.60%

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 139,006 5.63%

日本生命保険相互会社 53,017 2.14%

三井物産株式会社 48,667 1.97%

STATE STREET BANK AND 
TRUST COMPANY 505001 48,300 1.95%

JP MORGAN CHASE BANK 
385864 48,284 1.95%

SMBC日興証券株式会社 47,321 1.91%

THE NOMURA TRUST AND 
BANKING CO., LTD. AS THE 
TRUSTEE OF REPURCHASE 
AGREEMENT MOTHER FUND

43,313 1.75%

STATE STREET BANK WEST 
CLIENT - TREATY 505234 41,659 1.68%

金融機関
31.8%

個人・その他
16.0%

外国法人等
30.1%

その他の法人
16.1%

金融商品取引業者
5.9%

3,000

2,000

1,000

0

出来高（千株）　　　株価（円）
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